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　独立行政法人・国立大学法人等の運営費交付金は連年にわたって削減されつづけて

います。運営費交付金の削減は、医療・研究開発・教育などをはじめとして多岐にわ

たる業務を通じて国民の安全・安心を守り、産業活動の基盤を支える独立行政法人の

運営に支障をきたし、国立大学法人・大学共同利用機関法人・（独）国立高専の高等教

育、学術研究、附属病院での医療の機能を低下させるとともに、国民の教育を受ける権

利の後退を招く原因となります。

　行革推進法による人員削減もかさなって、正規の職員・教員が採用されず、非正規

職員や任期付研究員・教員で対応している法人が増え、業務や研究の継続性が阻害さ

れている現状です。さらに、多くの非正規職員や任期付研究員・教員が不安定で劣悪

な労働条件に置かれています。

　国立大学では、財政悪化を理由とする人件費の削減や教員人事の凍結によりゼミが

なくなる等の問題が生じており、ノーベル医学・生理学賞を受賞された大隅良典氏も「昨

今の国立大学法人等に対する運営費交付金の削減と、予算の競争的資金化によって、

大学や研究所の経常的な活動のための資金が極端に乏しくなってしまった。運営費交

付金はほとんど配分されないため、科研費等の競争的資金なしには研究を進めることは

困難である。」（「科研費について思うこと」私と科研費No.78、2015年 7月）と、運営費

交付金不足による研究資金の不足が、経常的な研究活動を阻害していることへの危惧

を表明されています。

　国民生活の安定、社会経済の健全な発展、社会の進歩と福祉の向上のためには、独

立行政法人・国立大学法人等の運営費交付金の拡充が必要です。

　つきましては、貴職に対し、下記事項が実現するようご尽力いただくことを要請します。

記

１．独立行政法人が行う業務の維持・拡充、国立大学法人等の高等教育、学術研究、

附属病院での医療の質の向上を図り、国民の教育を受ける権利を保障するために必要

な運営費交付金を確保すること。

２．法人運営の実態に応じた必要な増員を含め、総人件費の増額を認めること。

　　　　　　取り扱い団体 全国大学高専教職員組合（全大教）

　　　　　　　　　　　　筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会（学研労協）

　　　　　　　　　　　　特殊法人等労働組合連絡協議会（特殊法人労連）

　　　　　　　　　　　　日本国家公務員労働組合連合会（国公労連）
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教育予算の増額・教育費の無償化を！

要請項目
１．国の教育予算がGDP比でOECD諸国平均並みの水準となるよう、

計画的に増額をはかること

２．教育の機会均等を保障するために、教育条件整備をおこな

うこと

①「就学援助制度」を充実させること

②必要とするすべての高校生・大学生に支給できる「給付制奨

学金」を実現すること

③高額すぎる大学等の授業料を引き下げること

３．高等学校等就学支援金制度の「３年経過後の見直し」にあたり、

「高校無償化」を復活し、公私ともに学費の無償化を前進させる

こと

４．国の責任で小・中学校および高校の35人以下学級を実現す

るために、教職員定数を計画的に改善すること

５．障害児学級・障害児学校の過大・過密の解消をはかり、定

数改善をすること

6．東日本大震災・福島原発事故や自然災害などの被災地におけ

る子どもを守るため、学校と地域の復旧・復興をすすめること
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